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Abstract

Survey results of students of information utilization capability in the compulsory education stage 

of Japan was published on March 2015. In this paper, the purpose of the investigation, its contents, 

methods, and evaluation result, is compared with the Australian study, which has been investigating the 

student's capacity for ICT at the national level from 2005. Through this comparative study, similarities 

and differences of both survey research of ability involved in the ICT has been revealed. It provides the 

suggestion when going to perform the associated survey in Japan in the future.
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１．はじめに

平成24年 8 月28の中央教育審議会に文部科学大臣から
「大学入学者選抜の改善をはじめとする高等学校教育と
大学教育の円滑な接続と連携の強化方策について」諮問
が行われた。それを受けて平成24年 9 月28日より，高大
接続特別部会が発足された。そこでは,高大接続・大学
入学者選抜の改善についての基本的な考え方として，（1） 
高等学校から大学までを通じて，主体的に学び考える力
等,これからの時代に必要とされる力を育成することが
重要であること，（2）このため,高等学校教育，大学教
育とその接点である大学入学者選抜との一体的な改革が
必要であること（①高等学校教育の質の確保・向上,②
大学教育の質的転換，③能力・意欲・適性を多面的・総
合的に評価する大学入学者選抜への転換）に沿って審議
が行われてきた。

この間，審議の中で出された「達成度テスト（基礎・
応用）と各大学における個別入学者選抜の関係」がマス

コミなどでも取り上げられ,そこへ多くの人の関心が向
けられてきたことは記憶に新しい。そして，部会は,21
回の審議を経て，そのまとめが，平成26年12月22日に「新
しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校
教育，大学教育，大学入学者選抜の一体的改革について

（答申）（中教審第177号）」として出された。それを受け
て，平成27年 1 月16日に文部科学省より「高大接続改革
実行プラン」が出された。これにより，いよいよ各学校
機関，研究機関にもその具体的な取り組みの様相が見え
てきたといえる。

本論は,このような動きと関わって，とりわけ，この「高
大接続改革実行プラン」に記載されている，以下のこと
へ関心を向けたものである。つまり「新テストの実施内
容『高等学校基礎学力テスト（仮称）』については平成
31年度から，『入学希望者学力評価テスト（仮称）』につ
いては平成32年度からの実施を目指し，専門家の知見を
活用しつつ，一体的な検討を行う」。そして「新テスト
に関する専門家会議を立ち上げ，対象となる教科･科目，
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『大学入学希望者学力評価テスト（仮称）』における『教
科型』・『合教科・科目型』・『総合型』等の具体的な枠組
み，問題の蓄積方法，作問の方法,記述式問題の導入方法，
CBT方式の導入方法，成績表示の具体的な在り方など
について検討を行い，結論を得る」に対してである。

より具体的に言うならば，「知識・技能を活用する力
とそれを評価する問題（「合教科・科目型」）」を考えて
いく，関連考察とし，このほど（平成27年３月）公表さ
れた，CBT（Computer-Based Testing；コンピュータ
を用いたテスト）方式により行われた児童生徒の情報活
用能力の調査の方法の分析に関心を向けている。

情報活用能力調査は，情報活用能力を構成する，①情
報活用の実践力，②情報の科学的な理解，③情報社会に
参画する態度， 3 つの観点から出題され，調査問題の範
囲は，各教科，道徳，総合的な学習の時間，特別活動等, 
幅広い範囲の学習活動とされた。

また学校教育法第30条第２項に記されている，いわゆ
る学力の三要素の一つとして「知識･技能を活用して課
題を解決するための必要な思考力，判断力，表現力その
他の能力」と密接に関わる能力として，それは位置付く
と考えられる。

そのため，本論では分析対象として取り上げた。
なお，このたび「高大接続改革実行プラン」で検討さ

れようとしていることは，既習事項の確認を見るテスト
と密接に関わりを持つ達成度テスト（受講された個々人
の状況を把握し，結果を個人に返していくもの）の検討
に近く，情報活用能力調査のようにある事柄の検討のた
めの基礎資料を得ようとする調査とは異なるものであ
る。

つまり，「高大接続改革実行プラン」で検討課題とさ
れている「新テスト」は，たとえば，アメリカの大学入
試などで，選抜に用いられている資料の 1 つとして，共
通入学テスト（SATやACT）と，大学入学のため国家
資格であり，あるテーマにつて論述させ，これまでの履
修で培われた力を総合的に判断していくフランスのバカ
ロレアの性格を併せ持たせたようなテストに近い。

一方，情報活用能力調査は，「児童生徒の情報活用能
力育成に向けた施策の展開，学習指導の改善，教育課程
の検討のための基礎資料を得る」といった目的を持って
行われたものであり，結果を個々人に返し，それによっ
て何かを判別するための資料として用いたり，個々人の
指導に役立てる位置づけにはない。

しかしながら，行われた調査の問題作成の方法などは，
先の「高大接続改革実行プラン」に記載されている，新
テストで問われてくる「教科型」・「合教科・科目型」・「総
合型」等の具体的な枠組み，問題の蓄積方法，作問の方法，
記述式問題の導入方法，CBT方式の導入方法の検討に，
意味ある情報を提供するものと判断し，本論で検討を進

めることとした。

２ ．目的と方法

したがって，本論は，CBT方式をもちいて知識・技
能を活用する力とそれを評価する問題について，先行事
例の調査を検討することを通じて開発と分析の知見を得
ることを目的とする。

分析の対象は，先にも述べたが， 1 つは日本の情報活
用能力調査であり，もう 1 つは，2005年よりすでに 4 回
の調査をしてきた実績のある豪州のICT Literacy調査を
取り上げることにした。

両調査とも，平成24年の「大学入学者選抜の改善をは
じめとする高等学校教育と大学教育の円滑な接続と連携
の強化のための方策について（諮問）」の理由で掲げら
れている「グローバル化，情報化，少子高齢化など社会
構造が大きく変化し，先を見通すことの難しい時代に
あっては，生涯を通じ不断に主体的に学び考える力，予
想外の事態を自らの力で乗り越えることのできる力，グ
ローバル化に対応し活力ある社会づくりに貢献すること
のできる力などの育成」で問われている力と密接な関わ
りを持つ情報活用能力やICT Literacyを調査対象とし，
CBT方式をもちいて調査しているためである。

また豪州のICT Literacy調査を取り上げることで，調
査問題の開発の仕方や分析の方法などについて比較が可
能となり，先行事例の調査結果をより多角的に検討する
ことが可能と判断したためである。

分析の方法と手続きは，公表された結果の報告書の
読解と訪問調査（豪州の調査に関しては，2012年 1 月
と2014年 5 月に本調査を担当されているthe Australian 
Curriculum, Assessment and Reporting Authorityの
John Ainley氏とJulian Fraillonを訪問し，インタビュー
調査を実施）で得た情報で行った。なお日本および豪州
のこの調査に関する先行研究は，平成27年 4 月末現在，
ほとんど見いだすことができず，この点において本研究
は意義を持つものと考えられる。

3 ．日本の情報活用能力調査

文部科学省は,「児童生徒の情報活用能力育成に向け
た施策の展開，学習指導の改善，教育課程の検討のため
の基礎資料を得る」ことを調査の目的として，小・中学
生を対象（小学校第５学年児童；116校 3343人，中学校
第2学年生徒；104校　3338人，層化 2 段クラスター抽出
調査）に，コンピュータを用いた情報活用能力調査を平
成25年10月から平成26年 1 月にかけて実施した。

本調査は，紙による能力測定では測りにくい，コン
ピュータ等を用いる情報活用能力を,実際に児童生徒の
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パフォーマンスを通して測る国内で初めての調査として
位置づけられるものであった。

以下，引用参考文献で示した「情報活用能力調査の結
果について」に掲載されている報告内容に基づき，図表，
データなどを引用しながら，結果の概要について検討し
ていく。

なお「情報活用能力調査の結果について」の中では，（1）
調査結果の概要，（2）質問調査の結果概要，（3）クロス
分析概要，（4）調査問題の構成，など，本調査に関わる
設計から結果まで，多くの情報が掲載されている。

そのうち本論では，「CBT方式をもちいて知識・技能
を活用する力とそれを評価する問題について，先行事例
の調査を検討することを通じて開発と分析の知見を得る
ことを目的」としているため，調査問題とその結果に限
定として取り上げる。そして，公表された調査問題，そ
してそこから見えてきた児童生徒の情報活用能力の現状
把握の仕方を参照分析しながら，紙では測りきれない知
識・技能を活用する力（「思考力・判断力・表現力」等）
とそれを評価する問題（そのパフォーマンスを引き出し，
その行為や行動から力を見ようとする問題）の特徴理解
を目指す。

3．1．調査問題について
まず調査内容をみると，それは，日本で現在定めてい

る情報活用能力の，（A）情報活用の実践力，（B）情報の
科学的な理解，（C）情報社会に参画する態度，の 3 観点，
およびその構成要素とされる 8 要素を意識して，問題が
考えられているのがわかる（図 1 参照）。

調査の範囲は，小・中学校ともに調査実施学年までに，
各教科，道徳，外国語活動（小学校のみ），総合的な学
習の時間，特別活動で実施することが想定される学習活
動,および日常生活で経験すると思われる状況が考慮さ
れていた。

今回，情報活用能力を測るために用意された調査問題
をみると，その構成は文字入力問題及び大問 8 問（D1
～ D8）であった。文字入力問題（大問0）は，小学校
で 1 問が当てられ74文字/ 5 分，中学校は２問で合計173 
文字/ 3 分× 2 という設定で調査が行われた。大問には
各テーマが設定され，児童生徒に一連の文脈を提供する
中で，問題を考え解答する形式がとられていた。大問は，
4 つの小問（S1 ～ S4）で構成さ，児童生徒は，連続す
る 2 単位時間（小学校45分× 2 ，中学校50分× 2 ）で，
ガイダンス，文字入力，そして大問 8 問のうち指定され
た 4 問（小問16題）への解答（出題の組み合わせは全部
で14通り），そして最後に質問調査に答える形式がとら
れていた。なお各大問の 1 問の解答時間は小学校15分，
中学校17分であり，その時間が過ぎると解答が終ってい
なくても自動的に終了し，振り返り質問，次の問題（大
問）へと進むコンピュータを使用した調査プログラムと
なっていた（図 2 ，3 参照）。また調査問題は，選択式，
短答式，記述式，操作等多様な問題形式がとられていた。

図 1 　情報活用能力調査における情報活用能力のカテゴリー

図 2 　調査問題のねらいと問題構成の枠組み

図 3 　調査の手続き

1単位時間目
内容 小学校 中学校

調　
査　
Ⅰ

準備時間 1.5分 1分
ガイダンス 11分 12.5分
大問 1 問目 15分 17分
　その振り返り質問 1分 1分

（休憩） 0.5分 0.5分
大問 2 問目 15分 17分
　その振り返り質問 1分 1分

合計 45分 50分

2単位時間目
内容 小学校 中学校

調　
査　
Ⅱ

大問 3 問目 15分 17分
　その振り返り質問 1分 1分

（休憩） 0.5分 0.5分
大問 4 問目 15分 17分
　その振り返り質問 1分 1分

（休憩） 0.5分 0.5分
児童生徒用質問調査 12分 13分

合計 45分 50分
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3．2．児童生徒の達成度について
調査問題全体を通して，その通過率から，児童生徒の

到達度を見ると（図 4 参照，図 5 参照），情報活用能力
の 8 要素で言えば，「A2；収集・読み取り」が，小学校
においても中学校においてもその通過率が高いのが読み
取れる。しかし同じ「A2；収集・読み取り」でも，複
数のウェブページから目的に応じて，特定の情報を見つ
け出し，関連付けたりする点では,課題が見られる（図

4 小学校D2S3，その問題は図 6 参照）。一方，「A4：整
理・解釈」「A5：発信・伝達」に関しては,小学校では，
通過率からみると困難さを示し,中学校では,それが部分
的に改善されている点も読み取れる（図 5 参照）。しかし，
より記述や操作など複合的なパフォーマンスが問われる
問題では，まだ課題がある点が，そのばらつき具合から
読み取れる（図 5 中学校の問題形式参照）。

なお，図 4 と図 5 の「問題形式欄」に□の囲みが強調

図 4 　小学校の各問題（小問）の通過率

図 6 　調査問題（小学校D2S3） 図 7 　調査問題（中学校D3S3）
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されている問題は，無回答率が高い問題（無回答率25%
以上として報告書で記載されている問題を筆者が取り出
している）を示している。問題形式で言えば,記述や操
作など複合的なパフォーマンスが問われている問題に無
回答率の高さが見られた。たとえば,問われている能力
で言えば,情報の整理や解釈をデータの処理を通じて行
うこと（図 5 の中学校D3S3,問題例は図 7 参照），受け手
の状況に応じて情報発信すること（図 5 の中学校D5S4，

問題例は図 8 参照）などが，通過率も，約 3 約，約 4 割
という結果であり，無回答率も高い結果を示していた。

また，報告書を見ると文字入力問題（大問 0 ）で，「キー
ボードの基本的な操作について，濁音・半濁音，促音の
組合せや，アルファベット，カタカナなどの入力切り替
えに課題」が指摘されていた。この点，たとえば小学校の

「検索キーワード入力及びブックマーク登録の操作（図 4
小学校D1S2，問題例は図 9 参照）」の問題は無回答率が
高かった。この原因は，入力操作が影響し，問題が解け
ない児童もいたのではないかということも予想された。

3．3．日本の調査から明らかになった点
本節では,文部科学省が2015年 3 月に出した「情報活

用能力調査」の結果を概観し,調査問題と児童生徒の達

図 5 　中学校の各問題（小問）の通過率

図 8 　調査問題（中学校D5S4）

図 9 　調査問題イメージ（小学校D1S2類題）
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成度の関係やその特徴について理解を深めようとしてき
た。とくにこの報告書で「児童生徒の情報活用能力に関
する傾向」として指摘されている 2 点を,調査問題に即
して児童生徒の到達度（通過率から把握できること）の
全体から俯瞰し，その特徴理解を掘り下げようとしてき
た。その際に，無回答率にも目を向けて，その傾向から，
情報活用能力で求められるパフォーマンスに関して,課
題となる点（学力学習状況調査でも指摘されている活用
型の問題で児童生徒が困難さを示す情報の関連付けや，
目的達成に向けたに一連の行為（処理），相手を意識し
た言葉の選択やその文字入力など）を理解しようと努め
てきた。

ここでは言及できなかったが，中学校では，（B）情報
の科学的な理解，に関する問題に生徒が困難さを示して
いる傾向（D7），そして小中学生共通に，ネットワーク
を介したコミュニケーションにおける判断等（小学校；
D7，中学校；D8）にかかわって困難を示している点も
垣間見られた（図 4 ，図 5 参照）。

図４と図５は問題形式と通過率を対にして，通過率が
高い問題から並び替えがされている。それらをみると，
一方で，通過率が高い問題は，問われている内容，そし
てある能力群によって，分布（つまり傾向）を示してい
ることがわかる。また一方で，問題形式が，選択式であっ
たり，１つの操作を問う問題などは比較的通過率が高い
のも見て取れる。

従って，このような複合的な力を測定する問題を作成
する場合は，問題内容による難易度の設定とともに，問
題形式（解答を求める仕方）についても，デザイン段階
で，測りたい力と関わってねらいを定めて設計すること
の重要さが,この結果から見いだされたといえる。

また，CBT方式を用いたテストの場合は，先にも少
し触れたが文字入力など入力操作による差も生じる可能
性がある。義務教育段階で行われた今回の情報活用能力
調査の結果では,報告書によれば,小学校では，１分間に
５字未満が最も多く，平均は5.9字，中学校では，文章
①（小学校と同じ問題）では20字以上25字未満が最も多
く,平均は17.4字,文章②（中学校オリジナル）では５字以
上10字未満が最も多く，平均は15.6字であった。小学生
については，濁音・半濁音，促音の組合せからなる単語
の入力に時間を要している傾向が見られ，中学生につい
ては，ひらがなとアルファベットの入力切り替えに時間
を要している傾向があるということが報告されている。
「新テスト」の対象は，高等学校の生徒であり，入力

に関わっては差がなくなっているかもしれないが，問題
への解答に関わって，影響が出る可能性が想定される場
合は，問題作成時のレイアウトへの配慮や入力のさせ方
などについても検討を行わないと，測りたい力が測れな
い可能性もある。この点,さらに状況調査と問題作成上

のデザインでの配慮が必要であることも得られた知見と
して追記したい。

４ ．豪州のICT Literacy調査

豪州は，読み，書き，言語事項，そして計算能力（reading,  
writing, spelling and numeracy）に関わって，2008年
より，すべての 3 年，5 年，7 年，9 年の子どもたちに，
国レベル評価プログラム（The National Assessment 
Program）を推進してきた。児童・生徒と保護者は，学
校のカリキュラムで示されている到達目標に関わって，
教員と，その結果の情報から課題となっていることへ，
どのように挑むか話し合う機会になる。そして学校に
とっては，児童生徒の成長を視覚化しながら，ゴール設
定や指導方法に関して，その長所と短所を明きらかにす
るなどのために活用されている調査プログラムである。
また州・準州や連邦政府等にとっては，その比較を通じ
て，教育目標や環境整備など様々な教育政策と関わって，
重要となる情報をそこから得ている。

National Assessments Program - Information and 
Communication Technology（ICT）literacy（NAP – 
ICT Literacy）は，国レベルの評価プログラムの 1 つで
あり，3 年に 1 度，抽出された学校の抽出された児童生
徒を対象（2005年；6 年生3746名（264校），10年生3647
名（253校），2008年；5604名（校299），10年生5322名（292
校），2011年；6 年生5710名（333校），10年生5313名（310
校），2014年；6 年生と10年生合わせて11000名649校が
対象：日本で言えば小学校の 6 年生と高等学校の 1 年生）
に行われている。2005年から，これまで2014年の間に 4
回行われ，コンピュータを用いた評価プログラム（CBT
方式）がとられてきた。世界でもこの時期から，CBT
方式を用い，児童生徒のICT literacyのパフォーマンス
を調査するテストを実施している国は希で，すでに 4 回
の実施を通して，児童生徒の達成度を見ている事例は他
に見当たらない。

調査対象とされている能力であるICT Literacyは，「社
会に効果的に参加していくために，情報にアクセスでき，
管理運用でき，情報を統合したり評価したりすることが
できる。そして情報から新しい意味を算出したり，他者
とコミュニケーションできる。このようなことを，ICT
を活用して効果的にできる個々人の能力」に向けられて
いる。2005年に初めて行われた際に作成された，この定
義と基本枠組みに大きな変更はなく，その後，出された
国の政策とも関連づけられながら，時代とともに少しず
つ変わる能力のとらえ方に関しても配慮しながら，汎用
的なICT活用スキルと知識に目を向け,調査が進められて
きた（図10参照）。

最新の調査は2014年の10月から11月にかけて行われた
が，その結果は2015年の 4 月現在まで公表されていない
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ため，今回は2011年までの調査を対象に分析を進める。

4．1．調査問題について
まず調査問題の作成枠は,先の調査のねらいに即して，

6 つのキープロセス（①情報へのアクセス，②情報の管
理運営，③情報の評価，④新しい意味の算出，⑤コミュ
ニケーション，⑥適切なICTの活用）を測る問題がデザ
インされ，そこで見えてきた結果の分析は 1 ）情報を用
いた活動， 2 ）情報の創造と共有， 3 ）情報を取り扱う
責任の 3 つの柱（“strands”）に沿って分析がなされる
構造を，2005年より踏襲している。

2011年の調査では，これまでの調査からの継続問題と
して，1 ）一般スキル（2005,2008），2 ）スポーツ祭（2008），
3 ）友達のPC（2008），の 3 つと，2011年調査で新規に
設定された問題として4つ，4 ）節電，5 ）wikiを作る，6 ）
言葉の維持，7 ）アートショー，計 7 問が用意された。

継続問題の「一般スキル」は，非公開問題で，2005年
から用いている問題であり，主にICTの基礎知識や操作
スキルが問われる問題であり，「スポーツ祭」と「友達
のPC」は2008年に開発された問題であり，先の 6 つの
スキルを測る課題が埋め込まれている。2011年との変化
を見るために,継続問題として位置づけられたものであ
る。

2011年に開発された問題のうち，6 ）「言葉の維持」，7 ）
「アートショー」は10年生のみを対象とした問題であり，
難易度の高い問題が埋め込まれている。つまり経年変化

を見るために，1 ）一般スキルと問題 2 ） 3 ）が用意さ
れており， 6 年生10年生の差を見るために 1 ）から 5 ）
までは，共通問題として用意されている問題設計となっ
ている。

なお一般スキルを除いて，すべての問題は， 1 大問に
つき小問 6 ～ 7 の課題で構成されており，そのうち，
複合的なパフォーマンスを問う問題が 1 題は含まれる設
計になっている（図11参照）。

各児童生徒は，15分のガイダンス，用意されている問
題のうち，ランダムに当てられる大問を 4 題（ 1 題20分
の時間制限で解答する形のプログラム）への解答と質問
問題への回答（学習状況などを尋ねたもの）と，2 単位
時間調査に協力することが求められる。このスタイルは
2005年から変更はない。以前は,調査のために，調査対
象校にPCを運ぶなどのやり方で行われていたが，2011
年からはPCの性能やネット環境の差から回答に差が出
ないように配慮された課題が基本USBで配布され，それ
を調査校にあるPCに差し込んで行われる形式がとられ
た。

豪州のこの調査で興味深いのは，2005年以来，6 年生
は400スコアの獲得が平均となる（標準偏差が100スコア）
ように，問題作成が行われていることである。2005年以
来,能力に関わって 6 段階のレベルが定められており（表
1 参照），たとえば，レベル 1 とレベル 2 の間のカット
ポイントは289，次にレベル 2 とレベル 3 の間のカット
ポイントは409，そしてレベル 3 とレベル 4 の間のカッ

図10　NAP ICT-Literacyで測る力

図11　問題例（2011年作成問題　節電）



小　柳　和喜雄184

トポイントは529，またレベル 4 とレベル 5 の間のカッ
トポイントは649，最後にレベル 5 とレベル 6 の間のカッ
トポイントは769で設定され，分析時にも，そのレベル
に対してどれくらいの生徒がそこに達しているかを比較
検討（経年変化なども見る）できるように調査が設計さ
れている。

4．2．児童生徒の達成度について
豪州では，この調査を通じて，調査問題に関する分析

においては,基本 6 年生，10年生で到達して欲しい規準
を図12に示すように定め（ 6 年生ではレベル 3 が基準超
え，10年生ではレベル 4 が基準超え），それへの到達度
を経年変化で見る分析手法をとっている。

表 1 　ICT-literacyの有能さに関するレベル表記
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これを見ると， 6 年生は，レベル 1 やレベル 2 の児童
が年々減っている。基準超えとなるレベル 3 は大きな変

化はないが，レベル 4 に達する児童が年々増加している
のが分かる。一方，10年生は,レベル 2 が年々増え，基
準超えとなるレベル 4 も年々減少している。そしてレベ
ル 5 に達成している生徒も2008年で大きく伸び，2011年
戸の間ではあまり変化がないことが読み取れる。

ここから 6 年生への，この間のICT-Literacyに関する
取り組みは功を奏し，成果を上げているのが分かるが，
一方で，10年生では， 6 年生の到達レベルに達しないレ
ベル 1 やレベル 2 の生徒が存在し続け，レベル 5 の生徒
レベル 6 の生徒が増えている 2 極化が生じつつあるのが
読み取れる。

本論では取り上げないが，その差は，州比較を行うと
そこに格差が見られ，国全体の取り組みとしての課題も
明らかにされてきている。

4．3．豪州の調査から明らかになった点
以上，本論は「CBT方式をもちいて知識・技能を活

用する力とそれを評価する問題について，先行事例の調
査を検討することを通じて開発と分析の知見を得るこ
とを目的」としているため，世界的にも珍しく早期に
CBT方式をもちいてICT-Literacyの調査を行ってきた豪
州について，調査問題の部分に限定して（質問調査の分
析は取り上げていないという意味），その取り組み事例
の検討を行ってきた。

豪州の調査から，今後，「新テスト」の問題を開発し
分析していく際に参考になる可能性のある点は，以下の
ことがあげられる。

1 つめは，問題作成において， 6 つのプロセススキル
や 3 つの柱，そしてそれらを構成要素として，有能さに
関するレベル（到達の姿）を明らかにしている点があげ
られる。

図12　 6 年生と10年生の経年変化
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2 つめは，6 つのプロセススキルとこの有能さレベル
に対応する形で，課題を作成し（どのスキルのどのレベ
ルの力を見るためにこの課題という意味），試行調査な
どを通じながら信頼のおける課題群を作成している点
が上げられる（項目応答理論（Item Response Theory; 
Item Latent Theory） を用いながら，カットスコアが明
確になる問題群をそろえる取り組み）。

新テストは,到達度を見るテストの開発が基本構想で
あり，経年変化を見ることが直接の目的でないと思われ
るが，CBT方式のテストを開発する際には，あるレベ
ルに達しているかどうかを，ある程度正確に測る信頼
性を担保する課題群が必要となると思われる。その点
で，豪州のNAPICTの調査問題作成の方法と分析のため
のレベル指標の活用は有効となると考えられる。たとえ
ば，その測りたい力に関わってレベル 3 に達している場
合は,到達度の基礎が保証されているため，「高等学校基
礎学力テスト（仮称）」において合格と見なされる水準
にあると判定。またレベル 4 に達しているので，到達度
に関して応用の姿が見られるため，「大学入学希望者学
力評価テスト（仮称）」に出願が可能な基準に達してい
ると判定，などである。

5 ．おわりに
以上これまで，最近行われ，結果が公表された 2 つの

調査である「日本の情報活用能力調査と豪州のICT Lit-
eracy調査の比較検討」を通じて，「高大接続改革実行プ
ラン」に記載されている，新テストの実施内容「高等学
校基礎学力テスト（仮称）」，「大学入学希望者学力評価
テスト（仮称）」の調査や開発に関して，ある知見を提
供することを試みてきた。つまり「CBT方式をもちい
て知識・技能を活用する力とそれを評価する問題につい
て，先行事例の調査を検討することを通じて開発と分析
の知見を得ること」に努めてきた。

あらためて日本の情報活用能力調査から「新テストの
実施内容「高等学校基礎学力テスト（仮称）」，「大学入
学希望者学力評価テスト（仮称）」の調査や開発に関して，
明らかになったことをあげると以下の通りである。

1 つめは，このような複合的な力を測定する問題を作
成する場合は，問題内容による難易度の設定とともに，
問題形式（解答を求める仕方）についても，デザイン段
階で，測りたい力と関わってねらいを定めて設計するこ
との重要さが，この結果から見いだされたといえる。

2 つめは，CBT方式を用いたテストの場合は，先に
も少し触れたが文字入力など入力操作による差も生じる
可能性がある。「新テスト」の対象は,高等学校の生徒で
あり，入力に関わっては差がなくなっているかもしれな
いが，問題への解答に関わって，影響が出る可能性が想
定される場合は，問題作成時のレイアウトへの配慮や入

力のさせ方などについても検討を行わないと，測りたい
力が測れない可能性もある。この点，さらに状況調査と
問題作成上のデザインでの配慮が必要であるといえる。

次に豪州のICT Literacy調査から新テストの実施内容
「高等学校基礎学力テスト（仮称）」，「大学入学希望者学
力評価テスト（仮称）」の調査や開発に関して，明らか
になったことをあげると以下の通りである。

1 つめは，問題作成において，6 つのプロセススキル
や３つの柱，そしてそれらを構成要素として，有能さに
関するレベル（到達の姿）を明らかにしている点があげ
られる。

2 つめは， 6 つのプロセススキルとこの有能さレベル
に対応する形で，課題を作成し（どのスキルのどのレベ
ルの力を見るためにこの課題という意味），試行調査な
どを通じながら信頼のおける課題群を作成している点が
上げられる（項目応答理論（Item Response Theory ;  
Item Latent Theory）を用いながら，カットスコアが明
確になる問題群をそろえる取り組み）。

新テストは，到達度を見るテストの開発が基本構想で
あり，経年変化を見ることが直接の目的でないと思われ
るが，CBT方式のテストを開発する際には，あるレベ
ルに達しているかどうかを，ある程度正確に測る信頼性
を担保する課題群が必要となると思われる。

ここで取り上げたことは，日本と豪州の 2 つの大きな
調査のまだ一部であり，報告書自体の中にはさらに有益
な情報がたくさんあると考えられる。関心がある方には，
是非，引用参考文献の中にある調査報告書に当たって，
さらに示唆を引き出していただければ幸いである。
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